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１ 

１. はじめに 

現在，我が国では，地球温暖化対策とエネルギー供給問題の視点から，再生可能エネ

ルギーへの注目度が非常に高まっている。 

このような中，本市においては温室効果ガス排出量の削減につながる貴重な地産地消

エネルギーである再生可能エネルギーを，地域の特性を生かすことのできる有効な資源

として積極的に活用していけるよう，市域へのより一層の普及促進に取り組んでいると

ころである。 

本調査では，再生可能エネルギーの一つである水力発電のうち，工場や商業施設等で

使われる水を利用した「小規模な水力発電」の普及促進を図るため，発電設備を導入す

る際に障壁となっている課題を抽出し整理するとともに，その解決方法について検討し

た。 

この調査報告書は，その検討結果を取りまとめたものである。 

 

 



 

２ 

２.  調査の全体概要 

２.１  目的 

市内の工場や商業施設等において，小規模な水力発電（以下「小水力発電」という。）を   

導入する際に障壁となる課題を抽出し，その解決方法について検討することを目的とする。 

 

２.２  概要 

本調査では，小水力発電を導入する意向がある工場や商業施設等を対象として，設置手法 

や採算性などの課題を抽出し，その解決方法を検討した。 

 

２.３  調査実施フロー 

調査は，①アンケート調査，②導入可能性調査のための対象工場や商業施設等の公募，③

選定された工場や商業施設等を対象とした導入可能性調査，④事業性評価，を行い，①～

④の結果を踏まえ報告書を作成する手順で実施した。調査実施フローを図 ２－１に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２－１ 調査実施フロー図 

① 

・ 工場等を対象として，小水力発電の導入状況と導入意向を把握

するためのアンケートを実施 

① 

アンケート調査 

 

② 

導入可能性調査の

施設の公募 

 

③ 

導入可能性調査 

 

④ 

事業性評価 

 

⑤ 

報告書作成 

② 

・ 導入可能性調査を行う施設を選定するための公募を実施 

③ 

・ 小水力発電の導入可能性のある地点を把握するため，選定され

た施設を対象に，現地調査とヒアリング調査を実施 

・ 導入可能性のある地点を把握するとともに，小水力発電の導入

に係る課題を抽出し，整理 

④ 

・ 現地調査した施設の設備や施設の情報に基づき，事業性評価を

シナリオ別に評価 

⑤ 

・ ①～④において明らかになった課題を体系的に整理し，その解

決方法を検討 

・ 施設における小水力発電の普及を促進できるよう，本調査の成

果を公表するための報告書を作成 



 

 ３   

３. 工業用水等を活用した小水力発電 

３.１ 小水力発電を設置できる地点 

工場や商業施設等において小水力発電の導入可能性がある地点として以下の３つのグルー

プが考えられる。 

 

Ａ：工場や商業施設等に入る敷地内の水 

Ｂ：工場や商業施設等の敷地・施設内を循環する水 

Ｃ：工場や商業施設等から出る敷地内の水 

 

 

 

 

 

図 ３－１ 工場や商業施設等において小水力発電の活用が可能な地点（イメージ） 

Ａ Ｂ Ｃ 

Ｂ：工場や商業施設等の敷地
内を循環する水 

①工場・ビル等の空調系統な
どの冷却水系の配管 

②配管内の減圧弁 
（残圧利用が可能） 

など 
 
＜例＞ 
工場・ビルの循環水に未利用
エネルギーが存在する。施設
内を流れる水の落差や圧力を
発電に利用することができ
る。 

Ａ：工場や商業施設等に
入る敷地内の水 

①工業用水受水槽の 
配水管 

②施設内の貯水池の 
配水管 

     など 
＜例＞ 
工場等や商業施設等に入
る敷地内の水は，高低差
による自然圧力やポンプ
による圧力などで送水さ
れている。送水圧力が強
すぎるため減圧弁等を使
って減圧している場合
は，この余剰圧力のエネ
ルギーを発電に利用する
ことができる。 

Ｃ：工場や商業施設等から
出る敷地内の水 

①処理済み工場排水の排
水口 

②落差のある排水路 
  など 

 
 
＜例＞ 
工場や商業施設等からの
排水にも未利用エネルギ
ーが存在する。工業用水
の貯留槽や，排水処理設
備の沈殿槽・処理槽があ
る場合，放流時の圧力や
落差を発電に利用するこ
とができる。 

イメージ イメージ イメージ 



 

 ４   

４. アンケート調査 

本アンケート調査は，宇都宮市域の工場や商業施設等における小水力発電の導入意向を把握

することを目的とし，市内の事業者のうち，地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対

法」という。）に規定する特定排出者，又は水質汚濁防止法（以下「水濁法」という。）に規

定する特定事業場である８３事業者を対象に実施した。 

 

アンケート調査の設問項目「小水力発電の導入意向」の集計結果では，以下のことが明

らかになった。 

・  小水力発電の導入に関する市の調査に興味がある事業者は 

１８％であり，小水力発電に関心のある事業者がいると推察できる。 

 

アンケート調査の設問項目「小水力発電の活用に関し，障壁となっている要因」の集計

結果では，以下のことが明らかになった。 

 

・  小水力発電の導入は「採算性など事業評価が見いだしにくい」との回答が４９％

あり，小水力発電の導入に係る事業性評価に関する情報が不足していると考えら

れる。 

・  「導入コストがどのくらいなのか検討がつかず導入に躊躇する」といった意見

もあり，初期費用に関する情報が不足していると考えられる。 

・  「工場や商業施設等において導入可能な設置地点が不明」と回答した事業者が

３１％であり，設置可能な地点の情報が不足していると考えられる。 

 

   以上の回答結果から，以下のとおり考察することができる。 

 

⇒ 小水力発電の導入に関心がある事業者がいるものの，小水力発電について十分

に理解されていないことが考えられる。 

⇒ 小水力発電は採算性の面から事業として成立しないと認識されていることが推

察される。 



 

 ５   

５. 導入可能性調査 

アンケート結果を踏まえ，工場や商業施設等における小水力発電の導入可能性を把握するた

め，導入可能性調査を行った。 

 

この調査は，工場や商業施設等の施設や設備などの稼働状況等を踏まえながら検討する必要

があることから，現地に赴き,データ収集と担当者へのヒアリングを行った。 

 
  

５.１  対象の区分 

業種や規模に応じ，以下の３つに区分し，導入可能性調査を実施する工場や商業施設等の 

選定に当たっては，応募様式と添付された書類を基に審査し，調査対象として３者を調査対

象として選定した。 

 

表 ５－１ 対象区分と調査対象 

対象区分 選定した調査対象 

製造業（中小企業） 食料品製造業 

製造業（中小企業） 医薬品製造業 

商業 複合商業施設 

 

５.２  導入可能性調査の結果 

各事業者において小水力発電の導入可能性があると認識している地点とヒアリングを通

じて小水力発電の導入可能性を検討すべきと判断した地点で，導入可能性調査を行った。地

点の特徴と落差・流量から得られる発電出力を整理した結果一覧を表 ５－２～表 ５－５に

示す。 
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表 ５－２ 導入可能性調査結果一覧（食料品製造業） 

業種 
導入検討 

地点 

A

入

る

水 

B

循

環

水 

C

出

る

水 

想定される 

小水力発電 

システム 

地点の特徴 地点の写真 
地点の特性を踏まえた発電シ

ステム導入の可能性について

流量 

[ｍ3/ｓ] 

落差 

[ｍ 又は ｍＡｑ]

理論上の 

発電出力 

[ｋＷ] 

食料品製

造業 

① 井戸送

水ポン

プ（２号

井戸） 

●   ポンプの供給圧

の残圧を利用し

たシステム 

地上から建屋（２５ｍ相

当）の屋上に設置された水

槽（５０Ｔ）に送水。ポン

プの送り圧は０.３ＭＰａ

（＝約３０ｍＡｑ） 

 定格で仕様する汎用ポンプに

おいて能力に余力がある場合

には利用の可能性がある（深井

戸ポンプの全揚程と高架水槽

の圧力差が余力となる） 

なお，水車設置による動力増と

ならないことが前提条件とな

る。 

０.０１０ ３.２ ０.２２ 

② 井戸送

水ポン

プ（３号

井戸） 

●   ポンプの供給圧

の残圧を利用し

たシステム 

地上から建屋（２０ｍ相

当）の最上階に設置された

水槽（２５Ｔ）に送水。送

り圧は０.６ＭＰａ（＝約６

０ｍＡｑ） 

 同上 

０.０１７ １４.０ １.６ 

③ 空調系

統冷水 

 ●  空調設備の配管

における供給圧

の余剰圧力を利

用したシステム

空調は麦芽発芽用に使用。

リバースリターン（逆環

水）方式※１を採用。冷水

系配管の送り圧は０.２５

ＭＰａ（＝約２５ｍＡｑ）。

一次ポンプ供給圧の余剰圧

力は約０.０５ＭＰａ（＝約

５ｍＡｑ）。稼働時の流量

変動はないが，季節変動あ

り（冬季停止） 

 室外機と室内機間で閉回路と

なっており，残圧分の利用がポ

ンプ運転時の動力増になる可

能性があるため，発電機導入の

可能性は低い。 
－ － － 

④ 曝気槽

から沈

殿槽 

 ●  曝気槽から沈殿

槽に送られる排

水を利用したシ

ステム 

活性汚泥貯留槽から曝気槽

の過程で排水される流動性

の低い排水。排水地点の落

差は１ｍ，流量０.００４ｍ
3/ｓ，流量変動なし 

 流量変動がないが，落差を確保

できないため，発電機導入の可

能性はない。 

０.００４ １.０ ０.０３ 

・発電出力[ｋＷ]の算定式 発電出力[ｋＷ] = 流量[ｍ3/ｓ] × 落差[ｍ 又は ｍＡｑ] × 重力加速度９.８[ｍ/ｓ2] × 効率[０.７と設定] 

※１：リバースリターン方式（逆環水）：環水方式による分類で，機器への往き管と還り管の総延長（配管抵抗の合計）がほぼ等しくなるように，往き管は，ポンプから近い機器へ接続し，還り管

は最初に接続した機器が最後になるように配管し，流量のバランスをとる方式 

６
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表 ５－３ 導入可能性調査結果一覧（食料品製造業） 

業種 
導入検討 

地点 

A

入

る

水 

B

循

環

水 

C

出

る

水 

想定される 

小水力発電 

システム 

地点の特徴 地点の写真 
地点の特性を踏まえた発電シ

ステム導入の可能性について

流量 

[ｍ3/ｓ] 

落差 

[ｍ 又は ｍＡｑ]

理論上の 

発電出力 

[ｋＷ] 

食料品製

造業 

⑤ 麦浸タ

ンク 

 ●  屋上に設置され

た水槽（５０

Ｔ）から建物内

にフロアをまた

いで配置された

麦浸タンクに流

下する水を利用

したシステム 

麦浸タンクへの給水時間

は，１日約４０分 

 高架水槽からの落水を利用し

た発電の可能性がある。ただ

し，運転時間が少ないため経済

性に課題がある。 

－ － － 

⑥ ＡＣＡ

沈殿槽

から曝

気槽 

 ●  ＡＣＡ沈殿槽か

ら曝気槽に送水

される水を利用

したシステム 

  配管の落差としては発電の可

能性があるものの，発電にはＡ

ＣＡ系統の流量を確保する必

要がある。 

０.００２ ３.０ ０.０４ 

⑦ 処理済

み工場

排水 

  ● 排水路管路（埋

設）の供給圧の

残圧を利用した

システム 

排水圧は０.１２ＭＰａ（＝

約１２ｍＡｑ），流量０.０

５ｍ3/ｓ，流量変動あり。処

理済み工場排水は埋設管を

通して排水 

 埋設管による排水のため，発電

機導入に関して施工性の観点

から困難 

－ － － 

⑧ 排水路   ● 排水路における

流量・高低差を

利用したシステ

ム 

排水路落差は０.５ｍ，流量

０.００４ｍ3/ｓ，流量変動

なし 

 流量変動がないため，一定の出

力を得られるメリットがある

ものの，流量・落差ともに小さ

く，発電出力が小さくなる。 

０.００４ ０.５ ０.０１ 

・発電出力[ｋＷ]の算定式 発電出力[ｋＷ] = 流量[ｍ3/ｓ] × 落差[ｍ 又は ｍＡｑ] × 重力加速度９.８[ｍ/ｓ2] × 効率[０.７と設定] 
  

 

７
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表 ５－４ 導入可能性調査結果一覧（医薬品製造業） 

業種 
導入検討 

地点 

A

入

る

水 

B

循

環

水 

C

出

る

水 

想定される 

小水力発電 

システム 

地点の特徴 地点の写真 
地点の特性を踏まえた発電シ

ステム導入の可能性について

流量 

[ｍ3/ｓ] 

落差 

[ｍ 又は ｍＡｑ]

理論上の 

発電出力 

[ｋＷ] 

医薬品製

造業 

⑨ 工業用

水受水

槽 

●   工業用水の供

給圧の残圧を

利用したシス

テム 

当地点における工業用水の

給水圧力は０.３１ＭＰａ

（＝約３１ｍＡｑ）。給水

は受水槽の水位に応じて行

うため，断続的な給水であ

る。給水時の流量は約８０

ｍ3/ｈ（＝０.０２ｍ3/ｓ）。

 工業用水本管の圧力と受水槽

受け入れまでの落差によって

発電の可能性が高い。 

給水圧は県水道局の試算値の

ため，本格的に発電機を導入す

る場合には，正確な給水圧力を

計測する必要有り。 

０.０２０ １８.２ ２．４９ 

⑩ 空調用

冷水 

 ●  空調設備の配

管の供給圧の

余剰圧力を利

用したシステ

ム 

循環回路は密閉式で，冷水

の搬送は変流量方式※１を

採用。 

 インバータによる制御であ

り，小水力発電機を設置するこ

とは機械の負荷を高めること

になるため導入不可 

－ － － 

⑪ 終末処

理施設

  ● 排水路の流

量・落差を利用

したシステム 

排水量は０.００４ｍ3/ｓ，

落差はほとんどない。 

 

 

 

 

No image 

流量および落差を確保できな

いため，発電の効果が低い。 

０.００４ ０.５ ０.０１ 

⑫ 排水処

理施設

  ● 排水路の流

量・落差を利用

したシステム 

排水量は０.０１５ｍ3/ｓ，

落差はほとんどない。 

 流量および落差を確保できな

いため，発電の効果が低い。 

０.０１５ ０.５ ０.０５ 

・発電出力[ｋＷ]の算定式 発電出力[ｋＷ] = 流量[ｍ3/ｓ] × 落差[ｍ 又は ｍＡｑ] × 重力加速度９.８[ｍ/ｓ2] × 効率[０.７と設定] 

※１：変流量方式：負荷変動に対応して，空調機の冷コイル内の循環水量を２方弁設けて調整するシステム。負荷状況に合わせて流量が変動する方式で，負荷に合わせた台数制御や変流量制御（イ

バーター制御：回転数制御）を取り入れた方式。 

 

８
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表 ５－５ 導入可能性調査結果一覧（複合商業施設） 

業種 
導入検討 

地点 

A

入

る

水 

B

循

環

水 

C

出

る

水 

想定される 

小水力発電 

システム 

地点の特徴 地点写真 
地点特性を踏まえた発電シス

テム導入の可能性について 

流量 

[ｍ3/ｓ] 

落差 

[ｍ 又は ｍＡｑ]

理論上の 

発電出力 

[ｋＷ] 

複合商業

施設 

⑬ 工業用

水受水

槽 

●   工業用水の供

給圧の残圧を

利用したシス

テム 

受水槽の水位が低下したら

給水するシステム（間欠給

水）。受水圧は平均０.３４

２ＭＰａ（＝約３４.２ｍＡ

ｑ） 

 間接給水のため，経済性に課題

がある。 

０.００４ ３４.２ ０.９４ 

⑭ 空調用

冷水 

 ●  空調設備の配

管における供

給圧の余剰圧

力を利用した

システム 

循環回路は密閉式で，冷水

の搬送は変流量方式※２を

採用。当施設では冬季に空

調を使用しない 

 冬季は空調は使用していない

ことから，機器稼働に季節変動

がある。そのため導入効果が低

く，経済性に課題がある。 

また，インバータ制御により送

水しており発電機を設置する

ことによってポンプの負荷を

高める要因になるため，導入意

義が低い。 

－ － － 

・発電出力[ｋＷ]の算定式 発電出力[ｋＷ] = 流量[ｍ3/ｓ] × 落差[ｍ 又は ｍＡｑ] × 重力加速度９.８[ｍ/ｓ2] × 効率[０.７と設定] 

 

 

９
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５.３  調査結果からの考察 

「５.２ 導入可能性調査の結果」から，現地調査を実施した工場や商業施設等の各設備・

各地点においては，小水力発電の導入が可能な地点を有していることが明らかになった。 

しかしながら，発電量が十分に確保できない地点も見受けられた。 

 

 

【発電量が十分に確保できない地点】 

・ 流量と落差が十分に確保できない地点 

   ⇒ 小水力発電の出力規模が小さくなり，売電した場合，収益性が見込めない。 

⇒ 自家消費の場合は施設全体に占める寄与率が非常に小さくなる。 

 

・ 流量に変動を生じるような間欠運転1や季節別運転を採用した設備 

   ⇒ 流量変動がある地点では，小水力発電の稼働率が低下し，流量変動がない地点と

比較して発電によって得られる収益が小さくなるため，採算性が悪化する要因とな

る。 

 

・ 密閉型水循環システム（閉回路）2やインバータ３による制御が行われている地点 

⇒ 小水力発電を導入した場合には，機器への負荷が高まるため，導入は現実的でな  

いと見込まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
1 間欠運転：ある一定の運転期間の後，暫く休止期間があり，その後再び運転期間に入る運転 
2 密閉型水循環システム（閉回路）：機器間をポンプで循環させるシステム。例えば，冷凍機の冷水を空調機にポンプで送り循環させ

る方式などがある。 
３インバータ制御：ファンやポンプの負荷特性により，インバータにより回転数を変更し，無駄な動力を削減する省エネルギーシステム
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６. 事業性モデルの検討 

６.１  調査結果から得られた導入可能性のある地点のグルーピング 

アンケート調査と導入可能性調査の結果を踏まえた事業性評価を行うに当たり，工場や商

業施設等の各地点情報について，「水利用地点」と「小水力発電のシステム区分」の２つの

要素に着目し，５つのグループに区分した。 

 

 

図 ６－１ 導入可能性のある地点のグルーピングのフロー図 

導入可能性調査を実施した工場や商業施設等の各地点情報を５つのグループに区分した

詳細結果を表 ６－１に示す。 

表 ６－１ 導入可能性のある地点のグルーピング結果 

Ｎｏ. 業種 導入検討地点 
入
る
水

Ａ 

循
環
水

Ｂ 

出
る
水

Ｃ 

想定される 
小水力発電システム 

システム 
区分 

グルーピング※
１ 

① 食料品製
造業 

井戸送水ポンプ 
（２号井戸） 

Ａ  ポンプの供給圧の残圧を利用したシステム １ Ａ１ 

②  井戸送水ポンプ 
（３号井戸） Ａ  ポンプの供給圧の残圧を利用したシステム １ Ａ１ 

③  空調系統冷水  Ｂ 空調設備の配管における供給圧の余剰圧力を利用したシ
ステム ３ Ｂ３ 

④  曝気槽から沈殿槽  Ｂ 曝気槽から沈殿槽に送られる排水を利用したシステム ４ Ｂ４ 

⑤  麦浸タンク  Ｂ 
屋上設置の槽（５０Ｔ）から建物内の麦浸タンクに流下
する水を利用したシステム ４ Ｂ４ 

⑥  ＡＣＡ沈殿槽から曝気槽  Ｂ ＡＣＡ沈殿槽から曝気槽に送られる水を利用したシステ
ム 

４ Ｂ４ 

⑦  処理済み工場排水   Ｃ 排水路管路（埋設）の供給圧の残圧を利用したシステム ５ Ｃ５ 

⑧  排水路   Ｃ 排水路における流量・高低差を利用したシステム ５ Ｃ５ 

⑨ 医薬品製
造業 工業用水受水槽 Ａ  工業用水の供給圧の残圧を利用したシステム ２ Ａ２ 

⑩  空調系統冷水  Ｂ 
空調設備の配管における供給圧の余剰圧力を利用したシ
ステム ３ Ｂ３ 

⑪  終末処理施設   Ｃ 排水路の流量・落差を利用したシステム ５ Ｃ５ 

⑫  排水処理施設   Ｃ 排水路の流量・落差を利用したシステム
 

５ Ｃ５ 

⑬ 複合商業
施設 

工業用水受水槽 Ａ  工業用水の供給圧の残圧を利用したシステム ２ Ａ２ 

⑭  空調系統冷水  Ｂ 空調設備の配管における供給圧の余剰圧力を利用したシ
ステム 

３ Ｂ３ 

※１：水利用地点をアルファベットで示し，システム区分を数値で示している。 

導入可能性調査 実施対象工場の地点情報 

 

１ ポンプの供給圧の残圧を利用するシステム 

２ 工業用水等の供給圧の残圧を利用するシステム 

３ 空調設備の配管における供給圧の余剰圧力を利用

するシステム 

４ 自然流下する水を利用するシステム 

５ 排水路の水を利用するシステム 

× 

グルーピング（Ａ１，Ａ２，Ｂ３，Ｂ４，Ｃ５） 

小水力発電のシステム区分 

 

Ａ 入る水 

Ｂ 循環水 

Ｃ 出る水 

水利用地点 
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６.２  事業性評価モデル 

小水力発電の導入において，他工場や商業施設等への汎用性や事業化のしやすさといった

視点から，事業性評価モデルを設定した。また，「５. 導入可能性調査」と「６.１ 調査結

果から得られた導入可能性のある地点のグルーピング」の結果を踏まえ，表 ６－２に示す

３つのグループを事業性評価モデルとして抽出した。 

表 ６－２ 事業性評価モデルの抽出結果 

グルーピング 該当数
グルーピングされた地点の特徴， 

他工場や商業施設等への汎用性，課題 

事業性評価
モデルの 
抽出対象 

Ａ１ 
 

入る水 

２ 

・経済性の観点から，ポンプの連続運転が望ましい。 
・余剰残圧が十分である場合，通常，省エネの観点からポンプ

の最適化が実施される。 
・小水力発電導入により動力増にならないよう，導入検討する

必要がある。 
・導入によって工場等の生産工程に影響をきたさないよう，十

分ポンプ特性を把握する必要がある。 

－ 

ポンプの
供給圧の
残圧を利
用したシ
ステム 

評価 
・導入に関するハードルはグループの中では高く，導

入に係る優先順位は低い。 

Ａ２ 
 

入る水 

２ 

・受水している工業用水の残圧が利用可能なことが導入条件 
・経済性の観点から，間欠受水ではなく連続受水が望ましい。 
・工業用水の送水圧力値は，水道局等から入手しやすい。 

○ 

工業用水
等の供給
圧の残圧
を利用す
るシステ
ム 

評価 
・工業用水を受水している工場や商業施設等は多いこ

とから，他施設への適用性・汎用性は高く事業性評
価の対象としての妥当性は高い。 

Ｂ３ 
 

循環水 

３ 

・導入に適した設置可能地点（開放式空調系統システム）があ
ることが導入条件 

・設置可能地点を周知することで，事業者に導入可能性のある
地点として認識・事業実施の判断材料となる。 

・設置可否に関する情報が不足といった課題も現地調査にてお
いて見受けられた。 ○ 

空調設備
の配管に
おける供
給圧の余
剰圧力を
利用する
システム 

評価 

・工場や商業施設等において小水力の導入対象候補地
としての代表性が高く事業性評価の対象としての
妥当性は高い。 

 

Ｂ４ 
 

循環水 

３ 

・自然流下する水を対象とした発電で，流下の高低差が活用で
きる場合は小水力発電の導入の可能性があり。 

－ 
自然流下
する水を
利用する
システム 

評価 

・他工場や商業施設等への汎用性が低いため，事業性
評価の対象としての妥当性は低い。 

・導入可能性の高い地点であるものの，工場や商業施
設等において水を利用できる地点は，各施設・設備
により特徴が多様でありモデルの設定が困難 

Ｃ５ 
 

出る水 

４ 

・ポンプによる排水の場合は，小水力発電設置により動力増に
なるため困難 

・自然流下の流量・落差が確保できる場合は，設置の可能性が
ある。 

・埋設管の場合は，掘削工事および埋め戻しが必要となるが，
管にバイパスを設け小水力発電を導入することは可能（費
用面の負担増の課題あり） 

○ 
排水路の
水を利用
するシス
テム 

評価 
・"出る水"の水利用の地点として，事業性評価の対象

として妥当性が高い。 
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６.２.１  工場や商業施設等に入る水（工場や商業施設等敷地内の施設に入る水） 

表 ６－２において抽出された「工場や商業施設等の施設内に入る水」と「工業用水

等の供給圧の残圧を利用するシステム」を対象として，小水力発電導入の事業性評価

を行った。工場や商業施設等敷地内の施設に入る水としては，上水道や工業用水の残

圧エネルギーの利用が考えられる。 

 

(１) 導入可能性の判断フロー（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

 

 

図 ６－２ 工業用水等を活用した水力発電が導入可能か判断するためのフロー図1 

                             
1 バイパス配管： 

既存配管内にバイパス配管を採用した地点がある場合は，新規にバイパス工事をする必要がないため，費用面のメリットがある。ま

た，小水力発電の機器設置の際に送水を止める必要がないため，工場等の生産活動への影響が極めて小さいなどのメリットがある。 

配管途中に発電機設置

可能なスペースの有無

（施工性） 

当
地
点
に
お
い
て
小
水
力
発
電
導
入
は
困
難 

工業用水等

を受水 
無 

有 

当地点・地点において小水力発電導入が可能 

有 

事業性評価 

フロー内の「太字の文字」の設備等は，小水力発電導入の可能性のある設備等
を示す。 

無 

有 

既存配管に新

規にバイパス

配管を設置 

無 

可 

否 
既存配管にバ

イパス配管 1

を採用した地

点の有無 
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(２) 事業性評価の前提条件（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

工業用水等を受水している地点において小水力発電導入の事業性評価を試算する前提条

件を表 ６－３に示す。この地点では，出力が９ｋＷの機器（インライン水車）を想定し，

事業性評価を行った。事業性評価は，導入地点特性（流量および落差）から得られる出力，

電力用途（売電もしくは自家消費），補助金の有無，設備運転状況（連続運転もしくは変動

運転）といった変数を考慮した。なお，導入を想定した９ｋＷの機器における各出力に必要

な流量と落差の設定値を表 ６－４に示す。 

 

表 ６－３ 事業性評価の前提条件（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

運用期間 ２２ 年 法定耐用年数と同様 

売電価格 ３５.７ 円/ｋＷｈ 
固定価格買取制度の適用価格

買取区分：２００ｋＷ未満 

買電価格 １５.０ 円/ｋＷｈ 従量料金の設定値 

想定機器 ９ ｋＷ プロペラ水車（インライン式）

機器費 ７,５００ 千円/９ｋＷ
メーカーヒアリング等に基づ

き設定 

系統連系装置 ５００ 千円/装置 同上 

工事費 １,０００ 千円 同上 

維持管理費 ７５ 千円/年 機器費の１％と設定 

補助金（初期投資額の割合） ５０ ％ 補助金実績を踏まえ設定 

法定耐用年数 ２２ 年 

機械装置の法定耐用年数 

減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０ 年大蔵

省令第１５ 号） 

連続運転時間 ８,７６０ 時間/年 ３６５日連続稼働と設定 

変動運転時間 ４,３８０ 時間/年 
３６５日連続稼働の半分と設

定 

※事業性評価における減価償却費は，定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３％を考慮 

 

表 ６－４ ９ｋＷ機器において各出力を得るために必要な流量と落差の目安 

出力[ｋＷ] 流量[ｍ3/ｓ] 有効落差[ｍ 又は ｍＡｑ] 

３.０ 約０.０３ 約１５ 

６.０ 約０.０４ 約２５ 

９.０ 約０.０５ 約３０ 
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(３) 事業性評価結果（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

変数を考慮した事業ケースの事業性評価の試算結果を表 ６－５に示す。発電原価，建設

単価，投資回収年，ＩＲＲ1（内部収益率）といった指標を用い，各事業ケースに応じて事

業性を評価した。 

 

【事業性評価の指標の判断基準】 

①発 電 原 価 ：固定価格買取制度における電力の売電価格（３５.７円/ｋＷｈ）もしくは買電価

格(１５円/ｋＷｈ)以下であること。 

②建 設 単 価 ：２００円/ｋＷｈ以下であること。 

③投資回収年：投資回収年が減価償却年数以下（２２年）であること。 

④Ｉ Ｒ Ｒ ：２０年間の事業で８％以上であること。 

 

表 ６－５ 事業モデルの試算結果 総括表（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

ケ
ー
ス 

出
力 

電力 
用途 

補助金 
設備 
運転 

① 
発電原価 

[円/ｋＷｈ] 

② 
建設単価 

[円/ｋＷｈ] 

③ 
投資回収年 

④ 
ＩＲＲ 

（２０年間）

１ 

３ 

全量 
売電 

５０％ 連続 １５.５ １７１.２ ９ １１.１
２ ５０％ 変動 ３１.１ ３４２.５ － －４.８
３ なし 連続 ２８.２ ３４２.５ － －２.９
４ なし 変動 ５６.５ ６８４.９ － － 
５ 

自家 
消費 

５０％ 連続 １４.８ １６１.７ － － 
６ ５０％ 変動 ２９.７ ３２３.４ － － 
７ なし 連続 ２６.８ ３２３.４ － － 
８ なし 変動 ５３.６ ６４６.９ － － 
９ 

６ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ７.８ ８５.６ ４ ３２.９
１０ ５０％ 変動 １５.５ １７１.２ ９ １１.１
１１ なし 連続 １４.１ １７１.２ ８ １２.０
１２ なし 変動 ２８.２ ３４２.５ － －２.９
１３ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ７.４ ８０.９ １１ ８.２
１４ ５０％ 変動 １４.８ １６１.７ － － 
１５ なし 連続 １３.４ １６１.７ － － 
１６ なし 変動 ２６.８ ３２３.４ － － 
１７ 

９ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ５.２ ５７.１ ２ ５３.７
１８ ５０％ 変動 １０.４ １１４.２ ５ ２２.４
１９ なし 連続 ９.４ １１４.２ ５ ２３.２
２０ なし 変動 １８.８ ２２８.３ １３ ５.６
２１ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ４.９ ５３.９ ６ １８.７
２２ ５０％ 変動 ９.９ １０７.８ １８ １.７
２３ なし 連続 ８.９ １０７.８ １６ ３.１
２４ なし 変動 １７.９ ２１５.６ － － 

＜表の試算結果の見方＞ 
事業性評価の指標（①～④）で，４つとも網掛けとなっているケースが，小水力発電を導入した場合に健全な事業の可能

性が高いことを示す。 

                             
1 ＩＲＲ:将来得られる現金収入（キャッシュフロー）の現在価値，すなわち「事業の現在価値」と，「現在投資しようとしている金額」

が等しくなる収益率を指し，値が大きいほど投資価値があると判断される。事業の現在価値を決める収益率が，投資資金の調達コスト

となる利率よりも大きければ，投資適格であると判断できる。（固定価格買取制度における買取価格の検討では，再生可能エネルギー

導入プロジェクトの投資判断の基準として，２０年間のＩＲＲを８％として計算している。） 



 

１６ 

 

６.２.２  工場や商業施設等の施設内を循環する水 

表 ６－２において抽出された「工場や商業施設等の施設内を循環する水」と「空調

設備の配管の供給圧の余剰圧力を利用システム」を対象として，小水力発電導入の事

業性評価を行った。 

 

(１) 導入可能性の判断フロー（空調系統） 

 

 

図 ６－３ 空調系統（配管系統）へ小水力発電の導入が可能か判断するためのフロー図 
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1 落水防止弁：通水中は入口圧力を一定に制御，通水停止時には完全閉止して，入口圧力を維持し，通水再開時の水撃を防止する。 
2 流量調整弁：設定した流量を保つための弁。圧力・温度補償付きの調整弁もある。 
3 開放還水法：開放還水法とは，還水管の最上部を大気に開放して還り主管の水を落水させる方法 

開放型の配

管システム 

当
地
点
に
お
い
て
小
水
力
発
電
導
入
は
困
難 

配管系統 

の有無 
無 

有 

当地点・地点において小水力発電導入が可能 

該当 
なし 

該当 

落水防止弁 1

または流量調

整弁 2の有無 

開放型水循環 

（開放型の配管）システム 

有 

密閉型水循環（密閉型の配管）システム 

無 

採用 

不採用 

事業性評価 

フロー内の「太字の文字」の設備等は，小水力発電導入の可能性のある設備等
を示す。 

開放還水法 3

を採用 



 

１７ 

 

(２) 事業性評価の前提条件（空調系統） 

空調系統を有する地点において小水力発電導入の事業性評価を試算する前提条件を，表 

６－６に示す。この地点では，出力が３ｋＷの機器（インライン水車）を想定し，事業性評

価を行った。事業性評価は，導入地点特性（流量および落差）から得られる出力，電力用途

（売電もしくは自家消費），補助金の有無，設備運転状況（連続運転もしくは変動運転）と

いった変数を考慮した。なお，導入を想定した３ｋＷの機器における各出力に必要な流量と

落差の設定値を表 ６－７に示す。 

 

表 ６－６ 事業性評価の前提条件（空調系統） 

運用期間 ２２ 年 法定耐用年数と同様 

売電価格 ３５.７ 円/ｋＷｈ 
固定価格買取制度の適用価格

買取区分：２００ｋＷ未満 

買電価格 １５.０ 円/ｋＷｈ 従量料金の設定値 

想定機器 ３ ｋＷ プロペラ水車（インライン式）

機器費 ２,５００ 千円/３ｋＷ
メーカーヒアリング等に基づ

き設定 

系統連系装置 ５００ 千円/装置 同上 

工事費 １,０００ 千円 同上 

維持管理費 ２５ 千円/年 機器費の１％と設定 

補助金（初期投資額の割合） ５０ ％ 補助金実績を踏まえ設定 

法定耐用年数 ２２ 年 

機械装置の法定耐用年数 

減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０ 年大蔵

省令第１５ 号） 

連続運転時間 ８,７６０ 時間/年 ３６５日連続稼働と設定 

変動運転時間 ４,３８０ 時間/年 
３６５日連続稼働の半分と設

定 

※事業性評価における減価償却費は，定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３％を考慮 

 

表 ６－７ ３ｋＷ機器において各出力を得るために必要な流量と落差の目安 

出力[ｋＷ] 流量[ｍ3/ｓ] 有効落差[ｍ 又は ｍＡｑ] 

１.０ 約０.０１０ 約１０ 

２.０ 約０.０１４ 約２０ 

３.０ 約０.０１７ 約３０ 

 

 



 

１８ 

 

(３) 事業性評価結果（空調系統） 

変数を考慮した事業ケースの事業性評価の試算結果を表 ６－８に示す。発電原価，建設

単価，投資回収年，ＩＲＲといった指標を用い，各事業ケースに応じて事業性を評価した。 

 

【事業性評価の指標の判断基準】 

①発 電 原 価 ：固定価格買取制度における電力の売電価格（３５.７円/ｋＷｈ）もしくは買電価

格(１５円/ｋＷｈ)以下であること。 

②建 設 単 価 ：２００円/ｋＷｈ以下であること。 

③投資回収年：投資回収年が減価償却年数以下（２２年）であること。 

④ＩＲＲ  ：２０年間の事業で８％以上であること。 

 

表 ６－８ 事業モデルの試算結果 総括表（空調系統） 

ケ
ー
ス 

出
力 

電力 
用途 

補助金 
設備 
運転 

① 
発電原価 

[円/ｋＷｈ] 

② 
建設単価 

[円/ｋＷｈ] 

③ 
投資回収年 

④ 
ＩＲＲ 

（２０年間）

１ 

１ 

全量 
売電 

５０％ 連続 １９.８ ２２８.３ １３ ５.０

２ ５０％ 変動 ３９.５ ４５６.６ － － 

３ なし 連続 ３６.７ ４５６.６ － － 

４ なし 変動 ７３.４ ９１３.２ － － 

５ 

自家 
消費 

５０％ 連続 １７.７ １９９.８ － － 

６ ５０％ 変動 ３５.３ ３９９.５ － － 

７ なし 連続 ３２.５ ３９９.５ － － 

８ なし 変動 ６４.９ ７９９.１ － － 

９ 

２ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ９.９ １１４.２ ５ ２２.８

１０ ５０％ 変動 １９.８ ２２８.３ １３ ５.０

１１ なし 連続 １８.３ ２２８.３ １２ ５.９

１２ なし 変動 ３６.７ ４５６.６ － － 

１３ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ８.８ ９９.９ １５ ３.９

１４ ５０％ 変動 １７.７ １９９.８ － － 

１５ なし 連続 １６.２ １９９.８ － － 

１６ なし 変動 ３２.５ ３９９.５ － － 

１７ 

３ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ６.６ ７６.１ ３ ３８.５

１８ ５０％ 変動 １３.２ １５２.２ ７ １４.５

１９ なし 連続 １２.２ １５２.２ ７ １５.２

２０ なし 変動 ２４.５ ３０４.４ ２１ ０.０

２１ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ５.９ ６６.６ ８ １３.３

２２ ５０％ 変動 １１.８ １３３.２ － －２.４

２３ なし 連続 １０.８ １３３.２ ２２ －１.０

２４ なし 変動 ２１.６ ２６６.４ － － 

＜表の試算結果の見方＞ 

事業性評価の指標（①～④）で，４つとも網掛けとなっているケースが，小水力発電を導入した場合に健全な事業の可能

性が高いことを示す。 

 



 

１９ 

 

６.２.３  工場や商業施設等から出る水（工場や商業施設等敷地内の施設から出る水） 

表 ６－２において抽出された「工場や商業施設等の施設内から出る水」と「排水路

の水を利用するシステム」を対象として，小水力発電導入の事業性評価を行った。 

 

(１) 導入可能性の判断フロー（排水路の水利用） 

当対象地点で導入可能か判断するためのフロー図を図 ６－４に示した。 

 

 

図 ６－４ 排水路へ小水力発電の導入が可能か判断するためのフロー図 
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1 開水路：水面を持つ水路。開水路を直接利用する小水力発電の水車としてクロスフロー水車がある。 
2 管路（管水路）：水面を持たず，流体が流れる管。小水力発電導入では，パイパス配管を設置しインライン水車などの導入が考えら

れる。また，埋設管の場合も，掘削工事と埋め戻しが必要となるが，管にバイパスを設けることにより小水力発電を導入することが可

能である。 

排水ポンプ

を採用 

当
地
点
に
お
い
て
小
水
力
発
電
導
入
は
困
難 

排水の有無 無 

有 

当地点・地点において小水力発電導入が可能 

採用 

不採用 

小水力導入により負荷増 

→導入は非現実的 

事業性評価 

フロー内の「太字の文字」の設備等は，小水力発電導入の可能性のある設備等
を示す。 

開水路 1ｏｒ管路（管水路）2 

否 

小水力発電に必要な条件（流

量・落差等） 

条件を満たす

小水力発電機

器の有無 

可 

工事の可否 

有 

無 



 

２０ 

 

(２) 事業性評価の前提条件（排水路の水利用） 

工場や商業施設等敷地内の施設等から出る水を有する地点において小水力発電導入の事

業性評価を試算する前提条件を，表 ６－９に示す。この地点では，出力が５ｋＷの機器（ク

ロスフロー水車）を想定し，事業性評価を行った。事業性評価は，導入地点特性（流量およ

び落差）から得られる出力，電力用途（売電もしくは自家消費），補助金の有無，設備運転

状況（連続運転もしくは変動運転）といった変数を考慮した。なお，導入を想定した５ｋＷ

の機器における各出力に必要な流量と落差の設定値を表 ６－１０に示す。 

 

表 ６－９ 事業性評価の前提条件（排水路の水利用） 

運用期間 ２２ 年 法定耐用年数と同様 

売電価格 ３５.７ 円/ｋＷｈ 
固定価格買取制度の適用価格

買取区分：２００ｋＷ未満 

買電価格 １５.０ 円/ｋＷｈ 従量料金の設定値 

想定機器 ５ ｋＷ クロスフロー水車 

機器費 ７,０００ 千円/５ｋＷ
メーカーヒアリング等に基づ

き設定 

系統連系装置 ５００ 千円/装置 同上 

工事費 １,０００ 千円 同上 

維持管理費 ２４０ 千円/年 設定値 

補助金（初期投資額の割合） ５０ ％ 補助金実績を踏まえ設定 

法定耐用年数 ２２ 年 

機械装置の法定耐用年数 

減価償却資産の耐用年数等に

関する省令（昭和４０ 年大蔵

省令第１５ 号） 

連続運転時間 ８,７６０ 時間/年 ３６５日連続稼働と設定 

変動運転時間 ４,３８０ 時間/年 
３６５日連続稼働の半分と設

定 

※事業性評価における減価償却費は，定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３％を考慮 

 

表 ６－１０ ５ｋＷ機器において各出力を得るために必要な流量と落差の目安 

出力[ｋＷ] 流量[ｍ3/ｓ] 有効落差[ｍ 又は ｍＡｑ] 

０.５～５.０ ０.２０～０.４５ ０.７～２.３ 

 

 



 

２１ 

 

(３) 事業性評価結果（排水路の水利用） 

変数を考慮した事業ケースの事業性評価の試算した結果を表 ６－１１に示す。発電原価，

建設単価，投資回収年，ＩＲＲといった指標を用い，各事業ケースに応じて事業性を評価し

た。 

 

【事業性評価の指標の判断基準】 

①発 電 原 価 ：固定価格買取制度における電力の売電価格（３５.７円/ｋＷｈ）もしくは買電価

格(１５円/ｋＷｈ)以下であること。 

②建 設 単 価 ：２００円/ｋＷｈ以下であること。 

③投資回収年：投資回収年が減価償却年数以下（２２年）であること。 

④ＩＲＲ  ：２０年間の事業で８%以上であること。 

 

表 ６－１１ 事業モデルの試算結果 総括表（排水路の水利用） 

ケ
ー
ス 

出
力 

電力 
用途 

補助金 
設備 
運転 

① 
発電原価 

[円/ｋＷｈ] 

② 
建設単価 

[円/ｋＷｈ] 

③ 
投資回収年 

④ 
ＩＲＲ 

（２０年間）

１ 

１ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ６３．３ ４８５．２ － － 

２ ５０％ 変動 １２６．７ ９７０．３ － － 

３ なし 連続 ９９．３ ９７０．３ － － 

４ なし 変動 １９８．６ １９４０．６ － － 

５ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ６１．２ ４５６．６ － － 

６ ５０％ 変動 １２２．５ ９１３．２ － － 

７ なし 連続 ９５．１ ９１３．２ － － 

８ なし 変動 １９０．１ １８２６．５ － － 

９ 

２ 

全量 
売電 

５０％ 連続 ２１．１ １６１．７ １１ ７．７

１０ ５０％ 変動 ４２．２ ３２３．４ － － 

１１ なし 連続 ３３．１ ３２３．４ － － 

１２ なし 変動 ６６．２ ６４６．９ － － 

１３ 

自家 
消費 

５０％ 連続 ２０．４ １５２．２ － － 

１４ ５０％ 変動 ４０．８ ３０４．４ － － 

１５ なし 連続 ３１．７ ３０４．４ － － 

１６ なし 変動 ６３．４ ６０８．８ － － 

１７ 

５ 

全量 
売電 

５０％ 連続 １２．７ ９７．０ ５ ２３．９

１８ ５０％ 変動 ２５．３ １９４．１ １６ ２．７

１９ なし 連続 １９．９ １９４．１ １２ ６．６

２０ なし 変動 ３９．７ ３８８．１ － － 

２１ 

自家 
消費 

５０％ 連続 １２．２ ９１．３ － －１．３

２２ ５０％ 変動 ２４．５ １８２．６ － － 

２３ なし 連続 １９．０ １８２．６ － － 

２４ なし 変動 ３８．０ ３６５．３ － － 

＜表の試算結果の見方＞ 

事業性評価の指標（①～④）で，４つとも網掛けとなっているケースが，小水力発電を導入した場合に健全な事業の

可能性が高いことを示す。 

 

 



 

２２ 

６.２.４  シミュレーション結果 

事業性評価のモデル検討結果を踏まえた，導入シミュレーション結果を表 ６－１２

から表 ６－１４に示す。 

 

表 ６－１２ 導入シミュレーション結果（工業用水等の供給圧の残圧利用） 

導入 
地点 

グループ 
Ａ２ 
※グループ定義は，１１ページ参照 

水利用地点 入る水 

システム区分 工業用水等の供給圧の残圧を利用するシステム 

備考 
導入を想定する水車はインライン水車 
本シミュレーションでは，補助金を利用し，自家消費を目的に小水力を導
入した場合の事業性を評価 

 
＜シミュレーション条件＞ 

項目 条件 

地 点

情報 

流量 ０.０５ｍ3/ｓ 

落差 ３０ｍ 

流量変動 なし 

導入目的 自家消費 

導入機種 ９ｋＷ 

事業期間 ２２年 

費用 
初期投資額※1 約４２５万円 

維持管理額等 約８万円 

※１：補助金５０％考慮 

＜導入効果等＞ 

項目 結果 

年間発電量 約８０千ｋＷｈ/年 

年間省エネ効果※1 １２０万円 

事業期間便益※2 ２６４０万 

費用便益費(Ｂ/Ｃ)
※3 

４．４ 

投資回収年※4 ６年 

ＣＯ2削減量※5 約３７ ｔ-ＣＯ2/年 

 

＜導入効果試算のための前提条件＞ 

※１：従量料金を１５円/ｋＷｈと設定 

※２：年間省エネ効果×事業期間 

※３：事業期間便益/（初期投資額＋維持管理額等×事業期間）

※４：減価償却費は定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３%

を考慮 

※５：電力排出係数０.４６４ ｋｇ-ＣＯ2/ｋＷｈ（平成２３年度

の東京電力の実排出係数）を使用 

 

 

＜特記事項＞ 

・工業用水の供給圧は水道局から情報提供可能な場合もあるが，小水力発電導入の際には計測を行うなど供
給圧の残圧を正確に把握する必要がある。 

 

導入前 

導入後 

制水弁 

量水計 受水槽 
配水管

制水弁 

量水計 受水槽 
配水管

水
力
発
電
機

工業用水等の供給圧の残圧 

未利用エネルギー 
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表 ６－１３ 導入シミュレーション結果（空調系統） 

導入 
地点 

グループ 
Ｂ３ 
※グループ定義は，１１ページ参照 

水利用地点 循環水 

システム区分 空調設備の配管の供給圧の余剰圧力を利用するシステム 

備考 

蓄熱槽式冷温水供給サイクルを採用している空調設備において，落水防止
弁※で消失する圧力（未利用エネルギー）を活用 
導入を想定する水車は，インライン水車 
 

 
＜シミュレーション条件＞ 

項目 条件 

地 点

情報 

流量 ０.０３ ｍ3/ｓ 

落差 ２０ ｍ 

流量変動 なし 

導入目的 自家消費 

導入機種 ３ｋＷ 

事業期間 ２２年 

費用 
初期投資額※1 約１８０万円 

維持管理額等 約３万円/年 

※１：補助金５０％考慮 

＜導入効果等＞ 

項目 結果 

年間発電量 約２６千ｋＷｈ/年 

年間省エネ効果※1 ３９万円 

事業期間便益※2 ８５８万 

費用便益費(Ｂ/Ｃ)
※3 

３.５ 

投資回収年※4 ８年 

ＣＯ2削減量※5 約１２ ｔ-ＣＯ2/年 

 

＜導入効果試算のための前提条件＞ 

※１：従量料金を１５円/ｋＷｈと設定 

※２：年間省エネ効果×事業期間 

※３：事業期間便益/（初期投資額＋維持管理額等×事業期間）

※４：減価償却費は定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３%

を考慮 

※５：電力排出係数０.４６４ ｋｇ-ＣＯ2/ｋＷｈ（平成２３年度

の東京電力の実排出係数）を使用 

 

 

＜特記事項＞ 
・落水防止弁のほかに，流量調整弁，開放還水法を採用していれば小水力発電導入可能な地点となる。 
・施設が高層で落差が大きい場合は水車２台を直列運転することも可能，流量が多い場合は並列運転 
・複数台設置により発電出力が２０ｋＷ以上となる場合は事業用電気工作物に該当，規制への対応が必要 
・売電可能な系統連系仕様機器はあるが，工場や商業施設等における売電実績はほとんどないことをメーカ

ーヒアリング等にて確認 

 

蓄熱槽 

Ｐ

負荷

空調機又は機械設備 

ポンプ 

落水防止弁 

導入前 

蓄熱槽 

負荷

導入後 

Ｐ
落水防止弁 

水
力
発
電
機

未利用エネルギー
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表 ６－１４ 導入シミュレーション結果（排水路の水利用） 

導入 
地点 

グループ 
Ｃ５ 
※グループ定義は，１１ページ参照 

水利用地点 出る水 

システム区分 排水路の水を利用するシステム 

備考 

工場や商業施設等からの排水と排水地点の落差の条件を活かした小水力
発電を想定 
導入を想定する水車はクロスフロー水車 
本シミュレーションでは，補助金を利用せず売電による収益による事業を
想定 

 
＜シミュレーション条件＞ 

項目 条件 

地 点

情報 

流量 ０.４５ｍ3/ｓ 

落差 ２.３ｍ 

流量変動 なし 

導入目的 売電 

導入機種 ５ｋＷ 

事業期間 ２２年 

費用 
初期投資額※1 約８５０万円 

維持管理額等 約２４万円/年 

※１：補助金０％の場合を考慮 

＜導入効果等＞ 

項目 結果 

年間発電量 約４４千ｋＷｈ/年 

売電収入※1 約１５７万円 

事業期間便益※2 ３４５４万 

費用便益費(Ｂ/Ｃ)
※3 

２.５ 

投資回収年※4 １２年 

ＣＯ2削減量※5 約２０ ｔ-ＣＯ2/年 

 

＜導入効果試算のための前提条件＞ 

※１：固定価格３５.７円/ｋＷｈを事業期間（２２年）に適用 

※２：年間売電収入×事業期間（２２年） 

※３：事業期間便益/（初期投資額＋維持管理額等×事業期間）

※４：減価償却費は定額法（残存簿価１円），金利は簿価の３%

を考慮 

※５：電力排出係数０.４６４ ｋｇ-ＣＯ2/ｋＷｈ（平成２３年度

の東京電力の実排出係数）を使用 

 

 

＜特記事項＞ 

・小水力発電システムによっては，水質（水道水相当）や液温度などの使用条件があるため，導入対象地点
に適用可能な機種かメーカーに確認する必要がある。 

 

 

導入前 

導入後 

排水槽 

放流 

排水地点の落差 

未利用エネルギー 

Ｈ（高さ） 

排水槽 

放流 

水
力
発
電
機

開水路 
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７. おわりに 

再生可能エネルギーの固定価格買取制度の導入により再生可能エネルギーの導入に対する

注目度が年々増す中，本調査では，工場や商業施設等で使用される水に注目し，小水力発電に

関する導入可能性の調査を実施した結果，以下のような課題が浮き彫りになった。 

 

・  小水力発電に関する基礎的な情報が不足している。 

・  小水力発電では採算が取れないというイメージが多い。 

・  間欠運転の工場の場合，年間の発電量が小さくなることから採算性が上がらない。 

・  自家消費をした場合では，電力会社から買う電力料金の方が安いため，経済的メリット

が少ない。 

・  工場や商業施設等に設置する場合，太陽光発電のように外部から見える位置に設置する

ことが少ないため，環境配慮に関する外部へのアピール性が低いと考えられている。 

 

      一方で，小水力発電は，工場や商業施設等においても設置できる可能性があることも分かっ

てきており，エネルギーコストの削減や会社のＣＳＲに十分寄与すると考えられる。 

 

この報告書では，小水力発電に関する知識の少ない事業者でも，自社の施設で小水力発電の導

入を検討できるような内容になるよう心がけ作成した。 

再生可能エネルギーの更なる普及拡大は，今後，社会的に重要となってくることから，継続的

な普及拡大が必要であり，この報告書がその一躍を担えれば幸いである。 

 


